
平成27年度新規事業 資料４

事業名 27年度成果目標 目標設定の理由及びその水準の考え方

（事業番号10）
長期にわたる療養を必要な労働者のため
の復職等支援
【27年度重点的目標管理事業】

＜事業概要＞
長期療養が必要な疾病を抱えた労働者
の復職支援を行う「復職等支援コーディ
ネーター」の養成を行い、医療機関と事業
場の橋渡しを行うモデル事業を実施するこ
とで、長期療養が必要な患者が職場復帰
をする際の課題を明らかにする。

（担当：労働基準局労災管理課）

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

①「復職等支援コーディネー
ター」養成の手法が「有効であ
る」と回答したコーディネー
ターの割合を８０％以上とする。
②「復職等支援コーディネー
ター」による支援が「有効であ
る」と回答した復職等支援を受
けた労働者の割合を８０％以
上とする。

本事業においては、「復職等支援
コーディネーター」の養成がモデル
事業の有効性に大きな影響を与え
るため、当該養成の手法をコーディ
ネーター自身に評価してもらうこと
とする。また、あわせて「復職等支
援コーディネーター」の支援が実際
にサービスの利用者たる労働者に
評価されることも目標とした。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標

復職等支援を受けた労働者数
を二十人とする。
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事業名 27年度成果目標 目標設定の理由及びその水準の考え方

（事業番号30-4）
職業病予防対策の推進
（東電福島第一原発の施設内の緊急医
療体制強化への支援）

＜事業概要＞
原子力施設内における災害時の医

療ネットワークの永続性の確保、支援対
象の他原発への拡大、専門人材の育成、
原子力施設内外の医療連携の強化、被
災者搬送訓練等の実施を促進する。そ
のため、以下の取り組みを行う。
①ネットワークの永続性の確保及び他
の原発への対象拡大のための会合運
営 ②緊急時に原発内に派遣される専
門人材育成のための研修の実施 ③原
発内外の連携を強化するための地域連
絡会の開催 ④労災被災者搬送訓練等
の実施
・２つの原子力施設を対象に、①,③,④
を「原子力施設内の緊急作業時の被災
労働者対応ネットワーク構築事業」とし
て実施し、②を「原子力施設内の緊急作
業時の被災労働者対応のための専門
人材育成等事業」として実施する。

（担当：労働基準局安全衛生部計画課）

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

被災労働者搬送訓練後及び専
門人材研修後のアンケートで
「有意義だった」等が70％以上を
達成する。

研修、訓練の効果の判定をするに
あたり、研修修了者、訓練修了者か
ら一定の実践に即した評価を得る必
要がある。また、原子力施設内の緊
急作業時の被災労働者対応ネット
ワーク構築事業、原子力施設内の
緊急作業時の被災労働者対応のた
めの専門人材育成等事業の仕様書
に基づき、専門人材育成研修の目
標実施回数、専門人材研修の目標
修了者数、被災労働者搬送訓練の
目標実施回数を設定する。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標

①専門人材育成研修を計４回実
施する。

②専門人材の導入研修修了者
（派遣名簿登録者）数を50人確
保する。

③被災労働者搬送訓練を２つの
原子力施設で実施する。
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事業名 27年度成果目標 目標設定の理由及びその水準の考え方

（事業番号41）
過労死等防止対策推進法の施行に要
する経費
【27年度重点的目標管理事業】

＜事業概要＞
「過労死等防止対策推進法」に基づき、
過労死等に関する実態調査等を行うこ
とや過労死等を防止することの重要性
について国民の自覚を促し、これに対す
る国民の関心と理解を深めるための施
策を実施し、過労死等の防止対策の一
層の推進を図る。具体的には「過労死
等防止対策推進法」に基づき以下の事
業を実施する。
①過労死等に関する調査研究、
②過労死等を防止することの重要性に
ついて国民の理解を促す等周知・啓発、
③国民の過労死等防止対策の重要性
に対する関心と理解を深めるための「過
労死等防止対策推進シンポジウム」（毎
年11月の「過労死等防止啓発月間」に
開催）

（担当：労働基準局総務課過労死等防
止対策推進室）

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

過労死等防止対策推進シン
ポジウムの参加者満足度を
８０％以上とする。

過労死等の防止に関する国民
の関心と理解を深めるための
施策として実施するシンポジウ
ム事業であることから、その成
果を参加者の満足度により測
ることとしたもの。また、その水
準については、本事業が新規
事業であることから、同様の目
標を設定する他の事業の水準
を例とした。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標

労死等防止対策推進シンポ
ジウムを全国29箇所で開催
し、参加者数を計4,500人以
上とする。
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事業名 27年度成果目標 目標設定の理由及びその水準の考え方

（事業番号55）
未熟練労働者に対する安全衛生教育の
推進のための経費

＜事業概要＞
労働災害が多い業種の中小規模事

業場（安全管理者の選任義務のかから
ない労働者数50人未満の事業場）にお
いて、新たに就労しようとする未熟練な
労働者に対する安全衛生教育の適切な
実施を推進する。具体的には以下の二
つの事業を実施する。
（１）事業場へのヒアリング
中小規模の製造業の事業場（30事業
場）に対し、未熟練労働者への安全衛
生教育の実態（教育の具体的内容、時
間、使用している教材等）及び教育の実
施に際して苦慮している点等について、
専門家によるヒアリングを実施する。
（２）検討会の開催
ヒアリング結果等を踏まえ、事業場が、
危険感受性の低い未熟練労働者への
教育に当たり、教育すべき内容等をとり
まとめ、関係機関等に配付する。

（担当：労働基準局安全衛生部安全課）

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

対象となる事業場において、未
熟練労働者に対する安全衛生
教育の適切な実施に有益であっ
た旨の評価を80％以上得る。

とりまとめた教育すべき内容等が有
益であると評価されるほど、未熟練
労働者に対する安全衛生教育の的
確な実施につながるものと考えられ
ることから、左記の目標を設定した。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標

検討会を５回開催し、事業場ヒ
アリングを３０か所実施する。
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